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はじめに 
予備選挙を通じて、両党はそれぞれの大まかな税制政策を発表し、共和党支配下による議会の予算調

整プロセス(Budget Reconciliation)と呼ばれる特別手続きを通じて成立した2017年税制改正(Tax Cuts and 
Jobs Act、以下"TCJA")をめぐる意見の相違に焦点を当ててきました。TCJAは、米国を拠点とする多国籍

企業の税務上の取り扱いを抜本的に変え、法人税と個人税の税率を引き下げ、Child Tax Credit(児童税

額控除)の控除額を倍増し、企業と個人の両方の課税ベースを拡大しました。TCJAの法人税に関する大

部分の改正は恒久的な措置ですが、予算調整プロセスには長期的な財政的制約が織り込まれており、

議会の特別手続きで可決された法律は、元となる予算決議を含む予算調整措置を超えて財政赤字を増

やすことはできないため、議会は個人税の多くを時限措置とし、2025年末をもって失効すると規定し

ました。また、適用開始日を遅延させることによって歳入増となる規定が盛り込まれており、多国籍

企業からさらなる歳入を増やすための増税措置は来年末から適用開始となります。 
 
これらの要因により、次期ホワイトハウスと議会が、2025年末に失効されるTCJA条項(例：個人所得税

率の引き下げ、個人代替ミニマム税の所得控除額の増加、遺産税や贈与税などの控除額の増加、児童

税額控除の倍増、標準控除の増加、パススルー事業所得の20%の控除)の今後の取り扱いを決めていく

中で、大規模な財政の崖に直面することになります(2025年末に失効するTCJA条項は11ページを参

照)。議会予算局(Congressional Budget Office、以下"CBO")は5月に、これらすべての条項を恒久的に延

長するための10年間の歳出は4兆6,000億ドルになると推定しており、これは2023年に発表した予測か

ら1兆1,000億ドル増加しています。議会が直面している課題の大きさに加えて、新市場税額控除(New 
Markets Tax Credit)や第954条(c)(6)の支配下外国法人に対するLook through ruleなど、TCJA税制以外にも

来年に失効される規定が多くあります。 
 
本レポートでは、ハリス副大統領とトランプ前大統領がそれぞれの声明と政党の綱領に基づいて、失

効するTCJA条項にどう取り組んでいくと予測されるかを解説します。また、2人の候補者が選挙期間

中に発表した追加の税制改正案についてもまとめています。11月までの間に、両候補者とも税制政策

のさらなる詳細を明らかにする可能性も考えられます。 
 
2 人の候補者が税制政策をどのような方針で進めるか検討する中で、税法は通常、ホワイトハウスではな

く議会で起草されるため、ハリス政権や第 2 次トランプ政権で行われる新しい税制改正は、多様な利益
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相反と優先事項が混在する立法府の承認が必要な事に注目することも重要です。このことを念頭に置い

て、本レポートでは、次期大統領の税制政策(TCJA の延長やその他の提案された減税措置の歳出を相殺す

るために歳入確保の増税措置がどの程度導入されるか)が、次期第 119 議会の構成によってどのように形

成されると予測されるかについても考察しています。 
 

カマラ・ハリス氏の税制政策案 

7 月にハリス氏が民主党の指名確実候補者となり、8 月の党全国大会で正式に民主党候補者の指名を受

諾してからも、9 月に発表された経済政策案である「A New Way Forward for the Middle Class」に含まれ

る内容を除き、ハリス副大統領は詳細かつ包括的な税制計画は発表していませんが、民主党の公式綱

領(Democratic Party platform)や、党大会に向けてハリス氏と選挙スタッフが示した方向性は、バイデン

大統領が推進した政策を継承し、場合によってはその政策に上乗せするつもりであることを明確に示

しています。  
 
既に公表されている税制政策 
重要な点として、ハリス氏がバイデン大統領の政策である、所得が 40 万ドルを超える納税者(夫婦合

算申告者は 45 万ドル)に対する TCJA の減税措置を廃止し、所得がこれらの基準を下回る納税者に対し

ては減税措置を継続することを、早期に明らかにしたことです。1 
 
ノースカロライナ州ローリーで開催された 8 月 16 日のキャンペーンの演説での発言で、ハリス副大統

領は「中産階級の構築」を重視する経済アジェンダを強調し、バイデン・ハリス政権の優先事項であ

った家族に焦点を当てた減税条項への支持を繰り返しました。これには、現時点で失効しているコロ

ナ禍の際に施行された 2021 年のアメリカンレスキュープラン法(P.L.117-2)に含まれていた児童税額控

除の拡大と勤労所得税額控除(Earned Income Tax Credit、以下 EITC)の拡大の恒久化が含まれていまし

た。 
 
民主党の綱領は、TCJA と児童税額控除および勤労所得税額控除の強化に対するハリス氏のスタンスを

支持しています。また、新市場税額控除と Affordable Care Act 市場の 1 つで健康保険を購入する個人に

対する保険料税額控除の恒久化も求めています。 
 
ハリス氏は、TCJA の優遇措置の延長やその他の中産階級の減税措置に対する歳出を担うための具体的

な歳入規定について公に発表していませんが、選挙演説では一貫して「富裕層や大企業に対する減

税」に反対しており、これはバイデン大統領が税負担をこれらの納税者へもっと負担させるという呼

びかけに共鳴しています。民主党の綱領には、今では広く知られるバイデン・ハリス政権のさまざま

な予算案に提案されていた、多くの歳入を相殺する規定が含まれています。これには、法人所得税率

を 21%から 28%に引き上げる提案を含んでおり、ハリス氏の選挙スタッフもハリス氏がこの提案を支

持することを認めています。2 
 
民主党の綱領に含まれるその他の注目すべきバイデン・ハリス政権の歳入提案には、自社株買いに対

する物品税の 4倍増、「過剰な」従業員報酬の控除に対する追加制限、グローバルミニマム課税(Pillar 
II)に準拠した多国籍企業への法人ミニマム税制の実施、化石燃料業界が利用できる多くの優遇税制の

廃止、企業所有ジェット機の減価償却規則の厳格化、関連会社間取引のステップアップベイシスの廃

止などが含まれます。また、 高所得者向けのキャピタルゲインと配当所得を通常所得税率で課税、

通常所得税率でのキャリード・インタレストへの課税、同種資産交換の優遇税制(Like-Kind Exchange)
の排除、1 億ドルを超える資産を持つ納税者の所得(未実現利益を含む)に対する 25%の個人ミニマム

税の導入なども含まれています。 
 
 
 

https://kamalaharris.com/wp-content/uploads/2024/09/Policy_Book_Economic-Opportunity.pdf
https://democrats.org/wp-content/uploads/2024/08/FINAL-MASTER-PLATFORM.pdf
https://democrats.org/wp-content/uploads/2024/08/FINAL-MASTER-PLATFORM.pdf
https://democrats.org/wp-content/uploads/2024/08/FINAL-MASTER-PLATFORM.pdf
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2019 年からの変更点 
ハリス氏がバイデン大統領の税制政策方針を全体的に受け入れていることは、彼女の立場の一部が緩

和された可能性があることを示唆しています。ハリス氏が 2020 年度の大統領予備選に初めて出馬し

た際には、法人税率の 35%への引き上げ、所得が 10 万ドルを超える世帯に対する TCJA 税制の失効、

及び「メディケア・フォー・オール」プログラムの費用を支払うために特定の金融取引に課税するこ

と、等を掲げていました 3(ハリス氏は、州の予備選挙や党員集会で票が投じられる前の 2019 年後半

に民主党予備選から撤退しました)  。 
   
このような提案は、ハリス氏と副大統領候補であるミネソタ州知事ティム・ウォルツ氏が選挙遊説で

推進しているものよりも革新的な傾向が見受けられます。現在棚上げされているこれらの政策提案の

一部がハリス・ウォルツ政権で再浮上する可能性があるかどうかについては不明ですが、仮にその後

の予算案に含まれるとしても、民主党が今年 11 月または 2026 年の議会中間選挙で下院と上院の両方

で過半数の議席を獲得しない限り、議会で前進する可能性は低いと予測されます。   
   
また、9 月 25 日にピッツバーグのエコノミック・クラブで、ハリス副大統領は、鉄鋼や農業だけでな

く、バイオマニュファクチャリング、航空宇宙、人工知能、量子コンピューティング、ブロックチェ

ーン、そして「クリーンエネルギーのイノベーションと製造」などの新興産業を支援することを約束

しました。 これらに関して具体的な説明は無かったものの、彼女の演説と併せて発表された経済政策

案を概説した 82 ページの政策枠組みには、「主要な戦略的産業への投資と雇用創出」を奨励するこ

とを目的とした「アメリカ・フォワード」税額控除の提案が記載されています。それによると、税額

控除は「将来の重要な産業」の企業だけでなく、「長年にわたる製造、農業、エネルギーコミュニテ

ィへの投資、特に既存の施設の改善または再建にコミットする投資」をする企業も利用可能になりま

す。また、新しい税額控除は、「自動化の進展などを考慮して、雇用を保護するために業界、労働

者、労働組合、コミュニティと関わる企業や、既存の労働者を同等の賃金で雇用する計画を策定する

企業に報いる」もので、「長年の鉄鋼コミュニティにおける再投資、再編成、再雇用に特に重点を置

く」ものです。 政策の枠組みでは、税額控除の額、適格性ルール、または税額控除の運用方法に関す

るその他の詳細については説明されていません。 
 

ドナルド・トランプ氏の税制政策案 

トランプ前大統領も、民主党の対立候補と同様に、詳細な税制政策は発表していません。しかし、予

想通り、TCJA 規定を恒久化するよう求めており、この立場は、7 月の大統領候補に正式に指名された

共和党大会で共和党全国委員会が採択した公式の共和党綱領(the official GOP platform)の柱となってい

ます。 
 
法人税率、関税  
共和党の綱領は、ここ数カ月のトランプ氏の法人所得税率のさらなる引き下げの呼びかけについては触

れていませんが、同党が文書で「追加の減税策」を支持すると述べています。ただし、追加の減税策の

詳細については現時点では特に述べていません。  
  
トランプ前大統領がまだ正式な提案を発表していないため、検討されている可能性のある税率の引き下

げ幅は不明です。6 月にビジネスリーダーのグループに、法人税率を 20%にしたいと語ったと伝えられて

いますが、4 その後のブルームバーグニュースとのインタビューでは、15%の税率を支持すると述べまし

た。5 
  
共和党の綱領は、前大統領のより厳格な関税制度の呼びかけを支持し、「外国製品に対する基本関税を

支持する」と述べています。しかし、6 月に行われた共和党の下院と上院の会合で、議会は現在の所得税

による財政収入の一部に代わるものとして関税を検討すべきだというトランプ氏の提案については触れ

https://prod-static.gop.com/media/RNC2024-Platform.pdf?_gl=1%2A3699p1%2A_gcl_au%2AMTQwMjQwODE3NS4xNzIzNTcwMTkw&_ga=2.233751196.364642556.1723570190-301248127.1723570190
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ていません。6  前大統領は、すべての輸入品に一律 10〜20%の関税を課し、中国からの輸入品にはさら

に高い税率を課すよう求めています。7 
  
さらに、サバンナでの演説では、100%の特別減価償却を復活させ、研究開発費用の資産化を廃止するこ

とへの支持も表明しました。  
  
その他の税務提案  
共和党の綱領は、トランプ前大統領から提案された他の 3 つの税制優遇措置である、内国歳入法 529 条

教育貯蓄口座給付額の拡大 (特に、子供をホームスクールに通わせる家族が利用できるようにするこ

と)、初めての住宅購入者向け税額控除の新設、 そして、家族介護者向け税額控除の新設について言及し

ていますが、それらは今日までトランプ氏の選挙運動の中で特に明確にされていません。 
 

どちらの政権が勝ったとしても直面する、2025 年の予算調整への圧力 
既述の通り、ハリス副大統領と議会の民主党員は、TCJA 減税措置の延長は、主に大企業や高所得者に対

する増税による歳入で賄わなければならず、来年の税制政策の議題をコントロールすれば、バイデン・

ハリス予算案から十数の歳入増案が準備できていると主張しています。  
  
民主党は、これらの歳入増案の多くを 2021 年の Build Back Better Act 法案に盛り込み、下院では予算調整

プロセスにて承認されましたが、上院では、僅差で法案が通りませんでした。結果として、かなり縮小

されたインフレ抑制法(Inflation Reduction Act-P.L.117-169)に置き換わる形で、2022 年に民主党が支配する

議会で迅速な予算調整プロセスのもと、共和党の支持なしで両院を通過しました。  
  
トランプ前大統領はこれまで、失効される TCJA 条項を更新するにあたり、増加する減税措置の歳出の一

部または全てをどのように賄うつもりなのか、もしくはそもそも賄う意図はあるのかについて明確な表

明は行っていません。しかし、ホワイトハウスの 2 期目が現実となった場合、トランプ前大統領は議会

からの圧力に直面する可能性が高いと予測されています。一部の共和党議員からは 2017 年の法人税率の

引き下げが大きすぎたとの意見も出ており、共和党の議員の中には、伝統的な共和党の考え方に逆ら

い、将来の税制改正法案の現実的な歳入確保の選択肢として税率の引き上げを検討する意思があるとい

う見解も出ています。8  
 
また、財務委員会と予算委員会の両方に所属している、共和党のチャールズ・グラスリー上院議員

(アイオワ州)は、最近の予算委員会の公聴会で、インフレ抑制法により制定されたクリーンエネルギ

ーの優遇税制、特に電気自動車に関連する税額控除を廃止することにより、「数千億ドルの節約につ

ながる可能がある」と提言しました 9 (ただし、すべての共和党員がこれらの条項の廃止に賛同して

いるわけではありません)。 
  
インフレ抑制法に基づいて税務調査の取り組みを強化するために IRS に割り当てられた特別義務的

資金(2032 年まで)については、共和党はさらなる削減を求める可能性があります(当初の資金調達額

は、主に税務調査、ビジネスシステムの近代化、納税者サービスの改善のために 10 年間で 800 億

ドルでしたが、2024 会計年度の政府資金調達法では 200 億ドル削減されました)。 バイデン・ハリ

ス氏の 2025 年度の予算案では、その削減額を埋め戻し、2034 年まで歳入の流れを延長することを

提案しています。  
 
優遇税制延長による歳出の悪化と財政赤字の見通し  
失効の期限が迫っている TCJA の条項に対処するための一つのアプローチとして、赤字の影響を考慮せず

に延長するといった選択肢がありますが、従前よりも賛同を得るのが困難であろうと予測されます。  
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過去において両党の議員の多くが、財政赤字の増加に関してほとんど無関心だった時代がありまし

た。議員たちは、将来の世代に負担がかかることを懸念していたかもしれないものの、民主党は財源

のない収支法案を追求し続け、共和党は財源を伴わない減税措置を提案し続けていたことが往々にし

て見受けられました。しかし、下院共和党を含む近年の議会は、財政規律を見直すことに前向きであ

るように思われ、その考え方が来年も続く可能性があると考えられます。  
  
2025 年にワシントンで権力の構図がどうであれ、TCJA 優遇税制延長の議論で財源確保が議題として上

がる可能性として、下記のような重要な理由が考えられます。   
 
優遇税制延長による歳出の上昇： 何よりもまず、失効される TCJA の優遇税制を延長するには、莫大

な歳出が見込まれます(10 年間で 4 兆 6000 億ドル、来年初めに 10 年間の予算期間が前倒しされれば更

に増大する見込みです)。一部の共和党員は 2017 年に、TCJA による優遇税制にかかる歳出は、当該優遇

税制が促す経済成長から長期的に生み出される歳入により相殺されると主張しました。しかし、議会予

算局長のフィリップ・スウェーゲル氏は、7 月の上院予算委員会の公聴会で、TCJA は米国経済全体にプ

ラスの影響を与えたものの、「採算は取れておらず、同じことが TCJA の延長にも当てはまる」と述べ

ました。10 
 
また、失効される税制条項のリストは、TCJA にとどまらず、過去において一時的に延長が行われた「延

長条項」(Tax Extenders)も 2025 年に失効される予定で、さらに主にエネルギー業界を中心とした約十数

の優遇税制に関しても、今年末に失効する予定のため、これらを延長するにはどのように歳入を確保す

るかを検討する必要があります。 
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悲観的な財政予測： TCJA を延長することによる歳出をめぐる不安は募るばかりですが、米国議会予

算局が 6 月に発表した連邦政府の歳入と歳出のミスマッチの拡大による長期財政赤字増加の深刻化が

更にその問題を悪化させています。以下がまとめとなります。 
 

  過去 50 年間平均 現在/将来 補足事項 
赤字  GDP の約 3.7%   2024 年には GDP の約 6.7% (1

兆 9000 億ドル以上) に増加

し、今後 10 年間で累計約 22
兆 1000 億ドルまで増加する見

込み  

• 2008 年の金融危機以前、米国は 1 兆ドル

を超える赤字を出したことは一度もない 
• 国民が保有する債務は、今後 10 年間で 5
分の 1 以上増加し、2034 年までに GDP の

122%を超えると予測されている  
歳入  GDP の約 17.3%  今後 10 年間で GDP の約 17.8%

に増加する見込み 
• 連邦予算が均衡していた 1990 年代後半で

は、GDP の約 20%となっていた  
歳出 GDP の約 21.0%  2034 年には GDP の 24%まで増

加する見込み  
• パンデミック時代の高額歳出は減少したも

のの、社会保障、メディケア、医療費の増

加により着実に増加している  
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財政規律は再び脚光を浴びているのか?  
これらの複合的な圧力の影響に加えて、連邦債務上限の一時停止が来年初めに解除されるため次期大統

領政権が対策を練る必要があり、財政規律の強化を求める両党の議員からの声がますます大きくなる可

能性を秘めています。  
  
現時点では、来たる第 119 議会が下記のいずれかを実行する可能性は非常に低いと思われます(1) TCJA の

減税延長のために 4 兆ドル以上の歳出削減を見つけること、(2) 個人やパススルービジネスに関する TCJA
優遇税制の延長からの歳出を相殺するために、個人税増税により 4 兆ドル以上の歳入を確保すること、

または、(3)この規模の減税パッケージを赤字財政で賄うことを選択すること(共和党が議会両院を支配で

きれば、少なくとも可能ではあります)。したがって、議会が TCJA の一部または全ての延長をする場合、

一部の共和党議員は現在の法律の延長に伴う歳出に対する歳入の確保をする必要はないと信じ続けてい

るものの、企業に対する増税政策 (税率の引き上げ、課税ベース拡大条項、またはその両方) が税制改正

案の対象となる可能性があります。 
 

今後の見通し 
2025 年にホワイトハウスと連邦議会でどちらの政権が税制政策の主導権を握るのか、現時点で予測する

ことは不可能です。しかし、どちらの政権が権力を握ることになっても、新大統領政権と議会の両方が

コンセンサスに達するための歩み寄りが必要となります。 
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権力の構成 
オバマ政権時代の大半の期間のように、ホワイトハウスと議会が 2 つの異なる政党によって支配され

ている場合、あるいは、トランプ政権の後半や現在のバイデン政権のように、下院と上院の支配が共

和党と民主党で分かれている場合、税制改正を実行することは困難であると証明されています。来年

就任する大統領は、それぞれ独自の優先事項を掲げ税制政策の議論に臨むことになりますが、交渉に

関わる議員からの影響を受けながら、妥当な税制政策の落としどころや、そもそも達成可能な税制政

策なのかを見極めながら進めることになります。 
  
ねじれ議会・分割政府の落とし穴： ねじれ議会・分割政府で税制改正を行う困難さを示す最近の例

として、下院歳入委員会(House Ways and Means Committee)のジェイソン・スミス委員長と上院財政委

員会(Senate Finance Committee)のロン・ワイデン委員長(民主党、オレゴン州)によって交渉され、企業

に一時的な減税措置の提供、児童税額控除の短期的な強化等を掲げた、「アメリカの家族と労働者の

ための減税法」（Tax Relief for American Families and Workers Act-H.R.7024)があります。  
 

 
 
 

この法案は、今年 1 月に下院では、共和党・民主党の両党から圧倒的な支持を得ましたが、その後、民

主党が支配する上院では、主にこの法案により提案された児童税額控除の強化の特定の要素と、財源確

保のプラン (パンデミック時代の従業員維持税額控除の申請に関する規則を強化する条項)に同意しない

共和党員からの反対により、同法案は頓挫してしまいました。法案を前進させるために手続き上必要な

投票が 8 月 1 日に行われましたが、投票に出席したほとんどの上院議員の支持を得ることはできたもの

の、必要な 5 分の 3(60 票)以上の支持を得ることができませんでした。なお、この法案が選挙前に再び

取り上げられ審議に掛けられる可能性は低いと思われます。  
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統一政府の落とし穴： 民主党であれ共和党であれ、一方の政党がホワイトハウスと議会の両院を支配

することになったとしても、下院と上院で占める各政党の議席数に大きな乖離がないことが予想される

ため、税制改正を行うことができる可能性は限定的であると考えられます (現在、共和党は下院で過半数

よりも 9 票多く議席を獲得しており、民主党は現在上院で過半数よりも 2 票多く議席を獲得していま

す。 これらの差異は、どちらの議会でどちらの党が優勢であっても、選挙後の来年は大幅に乖離しない

と予想されています)。上院において通常の手続きで法案を議決するにあたっては、5 分の 3 議席以上の

多数による可決が必要なため、現在想定される各党の選挙後の議席数では、税制改正を行うには非常に

困難な状況となると予測されます。このような状況下では、支配政党はほぼ確実に予算調整プロセスを

使って税制改正を行うことが容易に予測されます。この予算調整プロセスは、通常存在する手続き上の

障害を回避することを可能とし、上院で特定の税制および歳出法を前進させるために発動できる特別規

定となります。なお、予算調整プロセスによる税制改正が可能になれば、ホワイトハウスと連邦議会を

統一的に支配する政党は、その議題を前進させる上で優位に立つことができるものの、その後の立法上

の手続きの成功を保証するものではありません。  
 
少なくとも理論的には、ホワイトハウス、下院、上院を席巻する政党の影響により、特定の政策問題に

消極的な支配政党の議員も、党の政策に同調せざるを得なくなる可能性があります。しかし、現実的な

問題として、議会の過半数を取っていてもその差が一桁台前半であれば自党内からごくごくわずかな離

反しか許容できないため、相手の党からの合意が得られていない場合には、税制改正を実行するのは極

めて困難となることが予想されます。 
 
薄れゆく TCJA 経験議員の影響力 
来年、下院と上院がどのように構成されようとも、2017 年の税制改正にて税法が大幅に変更（特に国際

課税の改正と法人税率の大幅な引き下げ）された際に意思決定プロセスに関わった多くの議員が現在在

籍していないといった事実も念頭に入れることが重要です。一つの傾向として、2017 年に法人税率の引

き下げを求めて争った共和党員の多くは、フォーチュン 500 の CEO よりも地元の中小企業のリーダーに

よる経済成長を促進する方法に焦点を絞るポピュリスト党員に取って代わられました。顕著な例とし

て、長年共和党上院議員を務めたロブ・ポートマン上院議員の代わりで 2022 年に入ってきたオハイオ州

上院議員 JD・バンス氏がいます。現在はトランプ前大統領の副大統領候補であるバンス氏は、7 月 17 日

の共和党全国大会での演説で、共和党の立法上の優先事項を「ウォール街へのえこひいきはもう終わり

だ」、「私たちは労働者にコミットする」と、副大統領候補の指名を公式に受け入れたときに述べまし

た。 
 
総括 
来年の税制政策の議論を誰が主導するのか、また今後の交渉の方向性がどうなるのかは不透明ですが、

企業に焦点を当てた増税措置など、税法の大幅な変更が現実的な可能性として残っています。従って、1
つの理論に縛られることなく、それぞれ提案されている税制改正案を検証し、最終的な税制改正に発展

した場合に適切な行動がとれるよう準備を進めて行くことが重要となります。 
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Appendix 

Appendix A：2025 年に失効する Tax Cuts and Jobs Act (TCJA)の条項 
以下の表 11は、2017 年に発行された TCJA の条項に関して、それぞれ 2025 年末まで有効な項目と、議会

の介入が無く TCJA が失効した場合に 2026 年以降に適用される TCJA 前の規則を比較したものです。これ

らの中には、2026 年から段階的に導入される TCJA の恒久的な規定や、TCJA が法制化されてから数年後

に適用開始となる納税者に不利な恒久的変更で、企業に不利な影響を与えるがゆえに両党の多くの議員

が来年の交渉において見直したいと考えるものも含まれています。 
  
また、冒頭にある通り、個人税に関して、ハリス副大統領と民主党は、所得が 40 万ドル(夫婦合算申告

者は 45 万ドル)を超える納税者に対しては TCJA の優遇税制を従来通り失効させ、この所得金額を満たな

い世帯に対しては、優遇税制を引き続き適用させることを望んでいます。トランプ前大統領と共和党

は、概してすべての世帯に対して TCJA の優遇税制全体を延長したいと考えています。 
 

個人に影響を与える規定 
項目 TCJA 規定 2026 年変更予定 

個人所得税率 
(IRC 1(j)条) 

7 つの累進課税構造: 10%、

12%、22%、24%、32%、35%、

および 37% 

 

しきい値は毎年インフレに連動 
 
最高税率のしきい値:  
2018 年から適用 
調整後収入（"AGI”）> 500,000
ドル（単身者申告の場合）およ

び 600,000 ドル（夫婦合算申告

の場合） 
(2024 年度は 609,350 ドル / 
731,200 ドル) 

7 つの累進課税構造: 10%、

15%、25%、28%、33%、35%、

および 39.6% 
 
2017 年の最高税率のインフレ調

整型しきい値(AGI > 418,400 ドル

(単身者申告の場合)および

470,700 ドル(夫婦合算申告の場

合)) 
 
2026 年およびその後は、毎年イ

ンフレ調整される 

 
 
法人税および事業に焦点を当てた税制規定: 米国を拠点とする多国籍企業に影響を与える規定 
項目 TCJA 規定 2026 年変更予定 

税源浸食濫用防止税 
(BEAT(Base Erosion and Anti-
AbuseTax))税率(IRC 59A 条) 

2025 年まで 10%の BEAT 税率が

適用 
BEAT 税率は 12.5%に引き上げ 

米国外軽課税無形資産所得

(GILTI(Global Intangible Low-taxed 
Income)) の控除率 (IRC 250(a)(3)
条) 

50%の GILTI 控除、実効税率

10.5-13.125%(外国税額控除に基

づく変動) 

控除額は 37.5%に引き下げら

れ、実効税率は 13.125-16.4%と

なる(外国税額控除に基づく変

動)  

国外の無形資産関連所得におけ

る所得控除(FDII(Foreign-derived 
Intangible 

Income) deduction)の控除率(IRC 
250(a)(3)条) 

FDII 控除は 37.5%、実効税率は

13.125% 
FDII 控除は 21.875%に引き下げ

られ、実効税率は 16.406%と 

なる  
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法人税および事業に焦点を当てた税制規定: 企業およびビジネス全般に影響を与える規定 
項目 TCJA 規定 2026 年変更予定 

支払利息損金算入制限  

(IRC 163(j)条) 

純事業支払利息の 30%控除制限

を適用するための調整課税所得

は、通常、2022 年以降、税引前

利益(EBIT)に基づいて計算される 

現行法への変更予定はなし 
 
しかし、連邦議会議員は、TCJA
の規定を修正し、調整課税所得

を EBITDA（earnings before 
interest, taxes, depreciation and 
amortization）に基づいて計算す

ることを認めることに関心を示

している 

特別償却 (IRC 168(k)条) 2023 年以降、損金算入できる特

別償却の費用の割合は 1 年ごと

に 20％ずつ減額 

(2024 年は 60%、2025 年は

40%、2026 年は 20%に引き下げ) 

特別償却 は、2027 年 1 月 1
日以降に使用開始される資産

には適用なし 

 
しかし、連邦議会議員は、100%
の初年度特別償却を復活させる

ことに関心を示している 

研究開発費の資産化(IRC 174 条) 2021 年 12 月 31 日より後に開始

する課税年度に支払われた、ま

たは発生した研究開発費を資産

計上し、米国内で実施された研

究に対しては 5 年間、米国外で

実施された研究に対しては 15
年間の期間にわたり償却 

現行法への変更予定なし 

 
しかし、連邦議会議員は、TCJA
の規定を覆し、研究開発費の即

時控除を認めた旧法に戻すこと

に関心を示している 

 
 
パススルー事業に関する規定 
項目 TCJA 規定 2026 年変更予定 

適格事業所得控除(IRC 199A(i)条) 国内事業利益の 20%控除(一定の

制限あり)  
控除は廃止され、パススルー所

得は納税者の個人税率で課税 
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Appendix B：その他失効する予定の条項 
失効が近づいている TCJA 条項に加え、その他過去において一時的に延長を行った「延長条項」も 2025
年に失効予定のため、議会は対処していく必要があります。更には、主にエネルギー事業関連を中心

とした約十数程度の条項も今年末には失効予定であり、選挙後から年末までの限られた期間において

議員が取り組むことができなければ、2025 年における延長条項に加わる可能性があります。  
  
以下、当該条項の概要と失効日の一覧です。12 
 
 
エネルギー供給規定 

第 2 世代バイオ燃料生産者税額控除 (IRC 40 条(b)(6)(J)) [2024 年 12 月 31 日] 

バイオディーゼルおよび再生可能ディーゼルに対するインセンティブ [2024 年 12 月 31 日] 

• バイオディーゼル燃料、適格混合物の生産に使用されるバイオディーゼル、および小規模農

業バイオディーゼル生産者に関する税額控除(IRC 40A(g)条) 

• バイオディーゼル燃料混合物の物品税額控除と支出の支払い(IRC 6426(c)(6)条および IRC 
6427(e)(6)(B)条) 

• 再生可能ディーゼル燃料混合物に対する物品税額控除および支出支払い(IRC 6426(c)(6)条およ

び IRC 6427(e)(6)(B)条) 

持続可能な航空燃料に対するインセンティブ [2024 年 12 月 31 日]  

• 持続可能な航空燃料の税額控除(IRC 40B(h)条)  

• 持続可能な航空燃料に対する物品税額控除と支出の支払い(IRC 6426(k)条および IRC 6427(e)(6)(E)
条) 

生産税額控除の代わりとして、再生可能エネルギー発電税額控除または投資税額控除を取るにあた

り、再生可能エネルギー発電施設の建設開始日に関する規定 [2024 年 12 月 31 日] 

事業用太陽エネルギー資産、光ファイバー太陽光照明システム資産、適格燃料電池および定置型マ

イクロタービン発電所資産、熱電併給資産、小型風力資産、廃棄物エネルギー回収資産(IRC 
48(a)(2)(A)(i)(II)条、(a)(3)(A)(ii)条、(a)(3)(A)(viii))条の税額控除増加のための建設開始日に関する規定 
(ｃ)(1)(E)条、(c)(2)(D)条、(c)(3)(A)(iv)条、および(c)(4)(C)条) [2024 年 12 月 31 日] 

低所得コミュニティに関連して供用されている太陽光および風力施設に対するエネルギー税額控除の

増加(IRC 48(e)(4)(C)条) [2024 年 12 月 31 日] 

特定のエネルギー関連資産(IRC 168(e)(3)(B)(vi)(I)条および IRC 48(a)(3)(A)条)の 5 年間の償却期間 [2024 年

12 月 31 日] 

代替燃料および代替燃料混合物に対するインセンティブ [2024 年 12 月 31 日] 

• 代替燃料に対する物品税額控除および支出の支払い(IRC 6426(d)(5)条および IRC 6427(e)(6)(C)条) 

• 代替燃料混合物に対する物品税額控除(IRC 6426(e)(3)条) 
 
 
経済開発規定 

新市場税額控除(IRC 45D(f)(1)条) [2025 年 12 月 31 日] 

就労機会税額控除(IRC 51(c)(4)条) [2025 年 12 月 31 日] 

エンパワーメントゾーンの税制優遇措置(IRC 1391(d)(1)(A)(i)および(h)(2)条、IRC 1396 条) [2025 年 12 月
31 日] 
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Appendix C：2017 年以降の下院歳入委員会及び上院財政委員会所属議員の世代交代 
以下の表は、2017 年に TCJA が制定された際に、下院歳入委員会または上院財政委員会のいずれかに所

属していた議員を示しています。赤文字で書かれた名前は、その後議会を去った当時の委員会メンバ

ーを示しており、反対に黒字の名前は、現在においても税制調査会に所属しているメンバーを示して

います。これらの在籍メンバーはどのような工程のもと最終的に 2017 年の TCJA が法制化されたのか

経験を積んでいるため、その経験を新しいメンバーに共有することができ、そのことが 2025 年の税法

改正の議論に影響を与える可能性があります。(2017 年では委員会メンバーであったが、今年再選を求

めなかったため、今後の税制に関する議論に関与しない現在の委員会メンバーは、赤のイタリック体
で示されています。また、これらの委員会メンバーの一部は厳しい再選レースに直面しているため、

来年 1 月に第 119 議会が始まる頃には、委員会から外れる 2017 年当時の議員がさらに増えている可能

性があります)。  
  
両議会において、2017 年に下院と上院で過半数を占め、TCJA を起草し、民主党の支持なしに議会を通

過させた共和党議員の入れ替わりが特に多いといった結果になっています。 
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